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児童生徒の SOS の出し方に関する教育：全国展開に向けての 3 つの実践モデル 
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1．児童生徒の自殺予防教育から「児童生徒のSOSの出

し方に関する教育」へ 

 児童生徒の自殺の問題はいじめ自殺報道などで社会

的に強い関心を引くことから、これまでも自殺対策の

中では注目されてきた課題だった。しかし、平成18年

の自殺対策基本法の施行以後、自殺対策がまず重点を

置いてきたのは中高年の社会経済的問題と関連した 

自殺であり、啓発活動や相談体制の整備などについて

も中高年世代を対象とした対策といった印象が強かっ

た 1）。その後、わが国の自殺対策が一定の効果を挙げ、

日本全体の自殺者数の減少がみられるようになった平

成 22 年以降、若年層向けの自殺対策の重要性があら

ためて指摘されるようになった。平成26年6月27日、

自殺対策を推進する議員の会は、内閣官房長官あてに

「若者自殺対策に関する緊急要望」を提出した。この

緊急要望書の中で「児童生徒のSOSの出し方に関する

教育」につながる提言が以下のような文言でなされた。

「すべての子どもに“生活上の困難・ストレスに直面

したときの対処方法”を教える。命や暮らしの危機に

陥った若者が、“助けの求め方が分からない”“相談機

関や支援策の存在を知らない”ために、自殺に追い込

まれるケースが相次いでいる。そうした事態を防ぐた

め、義務教育の過程ですべての子どもに、“日々の暮ら

しの中で、あるいは将来的に、生活上の困難やストレ

スに直面しても適切な対処ができる力”を身に付けさ

せる。具体的には、“心が苦しいときの対処方法”“職

場で理不尽な要求をされたときの対処方法”“性暴力被

害を受けたときの対処方法”“自殺の危機にある人への

対処方法”などについて、“自殺の0次予防”として、

各学校で全生徒を対象に毎年実施する。あわせて教員

向け研修、講習の充実強化をはかる。」 

 自殺対策基本法が改正される前年の平成 27 年 6 月

2 日、参議院厚生労働委員会にて「自殺総合対策の更

なる推進を求める決議」が採択された。決議の内容は

民間団体が中心になって開催された「自殺総合対策の

更なる推進を求める院内集会」で提出された要望書に

基づいたものとなった。決議では、自殺対策を「地域

レベルの実践的な取組」による「生きる支援」として

再構築し、自殺総合対策の更なる推進を図ることが提
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言され、具体的な要望項目として全ての児童生徒を対

象に「児童生徒のSOSの出し方に関する教育」を実施

することが盛り込まれた。 

平成28年4月の自殺対策基本法改正では、「児童生

徒のSOSの出し方に関する教育」の必要性が改正法第

17条に盛り込まれることになった。自殺対策基本法第

17条「心の健康の保持に係る教育・啓発の推進等」に

おいて「学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の

保護者、地域住民その他の関係者との連携を図りつつ、

当該学校に在籍する児童、生徒等に対し、各人がかけ

がえのない個人として共に尊重し合いながら生きてい

くことについての意識の涵養等に資する教育又は啓発、

困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における

対処の仕方を身に付ける等のための教育又は啓発その

他当該学校に在籍する児童、生徒等の心の健康の保持

に係る教育又は啓発を行うよう努めるものとする」と

の文言が記載されることになった。 

 平成 29 年 7 月に閣議決定された自殺総合対策大綱

では、児童生徒の自殺対策を強化するため、新たに「児

童生徒のSOSの出し方に関する教育」を全国的に推進

するための具体的方策が示された 2）。まず、「児童生徒

の SOS の出し方に関する教育」の目的は、「学校にお

いて児童生徒が命の大切さを実感できる教育に偏るこ

となく、社会において直面する可能性のある様々な困

難やストレスへの対処方法を身に付けるための教育

（SOS の出し方に関する教育）、心の健康の保持に係

る教育を推進するとともに、児童生徒の生きることの

促進要因を増やすことを通じて自殺対策に資する教育

の実施に向けた環境づくりを進める」ということであ

る。 

ところで、文部科学省はこれまでも「子供に伝えた

い自殺予防（学校における自殺予防教育導入の手引）」

（平成26年）などを公表し、その普及に努力してきた

が、全国的な普及に課題があった。平成29年6月に実

施した調査によると、「死ぬこと」や「自殺」を明示的

に取り上げる自殺予防教育プログラムを保護者等との

合意形成を図ったうえで実施した割合は全体の約

1.8%にとどまり、十分な取り組みが行われているとは

言い難い状況だった 3）。この教育プログラムでは「死

ぬこと」や「自殺」を明示的に取り上げることから、

事前に保護者や関係機関との合意形成を図ることを強

調していたが、調査結果を見ると、このような厳しい

前提条件が学校現場では馴染まなかったことが理解で

きる。うつ病や自殺の基礎知識を、特別な配慮のもと

保護者の同意を得て教育することよりも、様々な困難

やストレスに直面したときに身近な信頼できる大人等

にSOSを出すスキルを、まずは児童生徒に身に付けさ

せることを優先させた方が良いという方向性に転換が

図られた背景にはこのような事情がある。自殺に関す

る特別な知識を児童生徒に教えるのでなければ、保護

者の厳格な同意は必要とされない。「児童生徒の SOS

の出し方に関する教育」を全国的に展開していくため

には、専門家の指導のもとに保護者等の同意を前提と

する特別な授業としての「自殺予防教育」を行うこと

ではなく、「生きることの包括的な支援」として「困難

やストレスに直面した児童生徒が信頼できる大人に助

けの声をあげられる」ということを授業の目標とした

方が良いのである。 

以上のような経緯から、日常の学校の教育活動とし

て「児童生徒のSOSの出し方に関する教育」を位置づ

け、保健師などの外部講師が授業を行うという形式で

実施していくことが重要であると考えられる（東京都

足立区などの先進的事例）。また、3、4 時間といった

長い時間をかけて教える単元としてではなく、1回45

～50 分の授業の中で SOS の出し方や信頼できる大人

に相談することが望まれる。足立区の事例では、外部

講師として地区保健師が1回完結式の授業を行う形式

となっており（1回完結式外部講師活用型）、キーメッ

セージは、①自尊感情を涵養する、②信頼できる大人

を見つけて話してみる、③信頼できる大人が見つから

なかったら、地域の相談窓口に相談する、④SOSの出

し方を身につけるという4点である。このような先進

的な事例を参考にして、地域の実情に合った取組を推

進することが望まれる。 

図 1 に、「児童生徒の SOS の出し方に関する教育」

の4つのキーワードを示す。 



児童生徒の SOS の出し方に関する教育 

 3 自殺総合政策研究 第 1 巻 第 1 号 

 
図1 「児童生徒のSOSの出し方に関する教育」 

4つのキーワード 

文部科学省初等中等教育局児童生徒課長と厚生労

働省大臣官房参事官（自殺対策担当）の連名で「児童

生徒の自殺予防に向けた困難な事態、強い心理的負担

を受けた場合等における対処の仕方を身に付ける等の

ための教育の推進について（通知）」（平成 30 年 1 月

23日、29初児生大38号、社援総発0123第1号）とい

う通知文書が都道府県教育委員会担当課長等宛てに発

出された。この通知の要点は以下の5点である。 

① 「児童生徒の SOS の出し方に関する教育」では、

従来の教師主体のティーム・ティーチングの形に

加えて、保健師・社会福祉士・民生委員等を教育

に参画させることも有効性があること。 

② 「児童生徒のSOSの出し方に関する教育」を実施

する際には、「24時間子供SOSダイヤル」や「チ

ャイルドライン」などの相談窓口の周知を行うこ

とが望ましいこと。 

③ 「児童生徒のSOSの出し方に関する教育」の実施

にあたっては、児童生徒の発達段階に応じた内容

とすることが重要であることを踏まえ、各学校の

実情に合わせて教材や授業方法を工夫することが

考えられること。 

④ SOSの出し方のみならず傾聴の仕方（SOSの受け

止め方）についても児童生徒に教えることが望ま

しいこと、また電話相談事業を行っている民間団

体等に協力を依頼することが考えられること。 

⑤ 「児童生徒のSOSの出し方に関する教育」は地域

自殺対策強化事業実施要綱」に規定する「普及啓

発事業」、「若年層対策事業」、「地域特性重点特化

事業」に該当しうることから、積極的に本事業を

活用するよう、市町村に周知を図ること。 

 

 最後に、「自殺予防」という用語についてコメントす

る。平成18年に施行された「自殺対策基本法」という

法律名が示すように、日本の自殺対策においては「予

防 (prevention)」という用語を敢えて明示しないという

社会的コンセンサスが得られている。「予防」という用

語は医学領域で主として用いられる用語であり、疾病

（病気）を予防するための医学的方策を考えるという

ことが「予防」の意味するところであり、「自殺予防」

という用語は自殺対策を医学モデルとして取り扱うこ

とを暗黙の了解としている。20世紀後半以来、世界の

自殺対策は医学者や公衆衛生学者が中心になって発展

してきたという背景があるために、自殺対策も医学モ

デルとして取り扱うことが当たり前のように受け入れ

られてきたのである。 

医学モデルには一定の有効性があるが、一方でその

限界も多く指摘されている。対策において、自殺で遺

された親族等の対策は予防医学モデルに馴染まないこ

と、「予防」という言葉が明示されると自死遺族の中に

は「自死を防ぐことができなかった」という違和感を

覚えるという意見があること、病気中心の臨床医学的

発想では自殺の原因をうつ病などの病気に求めがちに

なり病気の背景に潜む社会経済的要因等への考慮が十

分でなくなることなどが限界として指摘されている。

そのため「予防」という医学モデルではなく、社会経

済要因等も十分に組み入れた包括的な生活モデルとし

て自殺対策を重層的に捉えていくべきであるとの見解

が重要視されることになったのである 4）。保健医療分

野においても 1980 年代半ばから、疾病モデルとして

の予防医学の考え方（一次予防、二次予防、三次予防）

の限界を乗り越えるヘルスプロモーションモデルが主

流となった。社会的な健康決定要因を多面的に捉え、

疾病モデルを乗り越えた生活モデルとして、対人支援、

地域連携、社会制度の三層からなる重層的構造を念頭

に人々の幸福（well-being）を実現していこうという考

え方である。「自殺予防」から「自殺対策」へ、「事前

対応・危機介入・事後対応」という予防医学モデルに

基づく自殺対策のモデルから、「三階層自殺対策連動モ
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デル」という包括的支援モデルへのパラダイムシフト

がなされたのは、このような背景があるのである。 

自殺総合対策大綱において示されたこの「三階層自

殺対策連動モデル」を児童生徒の自殺対策に適用した

ものが図2である。なお、「事前対応・危機介入・事後

対応」という予防医学のモデルは三階層対策連動モデ

ルの対人支援のレベルの中に包含されていると考えれ

ば良く、自殺対策の現場において当然ながら念頭にお

いて進めることが重要であることに変わりはない。 

 

 

 
図 2 三階層自殺対策連動モデル（TIS モデル）：児童生徒の自殺対策 

 
2．「児童生徒の SOSの出し方に関する教育」―3つの

実践モデル― 

 自殺総合対策大綱で示された「児童生徒のSOSの出

し方に関する教育」は、従来の自殺予防教育とはコン

セプトを異にするものであるため、モデル的な事業と

して言及できるものは多くはない。本論文では、自殺

総合対策推進センターが関与した3つの実践モデルに

ついて紹介する 1）。プロトタイプとなるモデル的事業

として、東京都足立区で平成 21 年度から実践されて

きた外部講師である保健師が授業を実施する「1 回完

結式外部講師活用型」の「児童生徒のSOSの出し方に

関する教育」を挙げることができる。その後、東京都

教育委員会が足立区モデルをもとにしつつ、東京都に

おけるすべての公立の小中高及び特別支援学校におい

て授業を展開することができる、いわば「児童生徒の

SOSの出し方に関する教育」の社会実装の迅速な普及

をめざす教育モデルを開発した（平成30年2月）。授

業内容を DVD にまとめ、教師が授業を進めながら、

保健師などの外部講師や養護教諭、スクールカウンセ

ラー等が授業に関わるティーム・ティーチングの形に

することを推奨している。東京都の学習指導案では、

小中高及び特別支援学校のいずれの校種においても、

特別な訓練を受けていなくても教師が実践できるよう

にしている。最後に、北海道教育大学の実践モデルに

ついてであるが、同大が提唱している「命の教育プロ

ジェクト」の中で重点プロジェクトとして開発した実

践モデルである。同大が従来から実践してきたストレ

スマネジメント教育などを踏まえて、足立区モデルを

取り入れた上で絵本を教材として活用し、自尊感情を

高める「共有体験」に関するステージとSOSの出し方

を教えるステージを設け、1時限（45～50分）で授業

実践ができる教育モデルを開発した。 
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以上の3つのモデルは、いずれも大綱が想定してい

る「児童生徒のSOSの出し方に関する教育」の中核要

素（コア・コンセプト）である、「SOSの出し方を身に

付ける」、「信頼できる大人を見つけて話してみる」、「信

頼できる大人が見つからなかったら、地域の相談窓口

に相談する」を実装しており、さらに1時限（45～50

分）の1回完結式で授業を行うという条件を満たして

いる。授業の実践者は、外部講師（保健師）、ティーム・

ティーチング（教師、保健師、養護教諭、スクールカ

ウンセラー等）、教師が担当するが外部講師の地域の保

健師等が必ず参加するといったバリエーションがある

が、学校や地域の現場の実情に合わせて授業の実践者

を選択できるようにすれば良いと考えられる。以上の

3つの実践モデルが、現時点で「児童生徒のSOSの出

し方に関する教育」の実践モデルとして強く推奨でき

るものである。 

 
表1 「児童生徒のSOSの出し方に関する教育」の 

3つの実践モデル 

（1）プロトタイプとしての東京都足立区モデル 
（1回完結式外部講師活用型） 
学校と地域が連携して保健師が授業を行うモデル 

（2）社会実装の促進をめざす東京都モデル 
（1回完結式ティーム・ティーチングDVD活用型） 
教師が養護教諭、スクールカウンセラー、保健師等と連

携してティーム・ティーチングで授業を担当するモデル 
（3）命の教育プロジェクトとして絵本を活用した授業を行う

北海道教育大学モデル 
（1回完結式教師主導絵本活用型） 
絵本を活用していのちの大切さと共有体験の重要性を

学ぶ教師主導型のモデル。保健師等の外部講師が必ず参

加する。 
 

「児童生徒のSOSの出し方に関する教育」を全国的

に展開していくためには、自殺予防の知識を授ける特

別なプログラム（専門家の指導のもとに保護者等の同

意を前提とする特別な授業）として位置づけるのでは

なく、「生きることの包括的な支援」として「困難やス

トレスに直面した児童・生徒が信頼できる大人に助け

の声をあげられる」ことを目標として、学校の教育活

動として位置づけ、保健師などの外部講師が授業を行

うという形で実施していくことが考えられる。 

東京都足立区で実践されている教育モデルは、「児

童生徒のSOSの出し方に関する教育」をすべての地域

で広げていくために参考となる事例である。具体的に

は、外部講師として地区保健師が1回完結式の授業を

行う形式である（1回完結式外部講師活用型）。東京都

足立区の「児童生徒のSOSの出し方に関する教育」に

込められているキーメッセージは、①自尊感情を涵養

する、②信頼できる大人を見つけて話してみる、③信

頼できる大人が見つからなかったら、地域の相談窓口

に相談する、④SOSの出し方を身に付けるの4点であ

る。このような先進的な事例を参考にして、地域の実

情に合った取組を推進することが望まれる。 

（1）プロトタイプとしての東京都足立区モデル（1 回

完結式外部講師活用型） 

東京都足立区では、平成 26 年度から区教育委員会

と連携して小中学校の児童生徒を対象とした「児童生

徒のSOSの出し方に関する教育」を実施している。こ

のような先進的な取組が開始された経緯にはいくつか

の背景がある。まず、施策立案時に足立区の自殺率が

東京都の中で相対的に高かったことと、平成 21 年か

ら衛生部を中心に取り組まれてきた特別授業「自分を

大切にしよう」のプログラムが先駆的に実施されてき

たこと、「足立区いじめ防止対策基本方針」が平成 26

年2月に策定され、いじめ対策と連動した自殺予防教

育の必要性が認識されたことなどが挙げられる。事業

の構築にあたっては、若年者の自殺対策の一環として

足立区衛生部が企画し、教育委員会および学校との連

携を強化することで、子ども・家族を支援するだけで

なく、養護教諭を中心とした子どもたちのこころの健

康づくりにつなげることをめざしている。 

足立区の「児童生徒の SOS の出し方に関する教育」

は1回完結式外部講師活用型の特別授業と位置づけら

れている。まず、事前打ち合わせとして担当する外部

講師（保健師）と学校側担当者が打ち合わせを行う。

「自分を大切にしよう」、「信頼できる大人に相談しよ

う」という簡潔なメッセージを児童生徒に伝えること

を授業の目標として設定し、自殺の実態や予防の知識、

自殺のリスク要因などを知識として教えるというよう

な自殺予防を強調する要素は省いている。最も重要な

ことは、授業の実施にあたり保護者への事前の同意を

求める必要がないということである。ただし、自死遺

児等への配慮等も通常の範囲内で行うことになってい
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る。児童生徒を対象とした自殺予防教育のように、自

殺予防や精神医学の特別の知識を有する者（特別な外

部講師や臨床心理士等）が行う必要はなく、地区保健

師等が通常の研修においてスキルを身につけて外部講

師として授業を行う点に特徴があり、また大きな利点

となっている。以下に、授業実践例及び図3に学習指

導案を示す。 

【授業内容】 

授業時間は 45～50 分である。特別講師の地区担当

保健師がパワーポイントを活用して授業を行い、終盤

部ではDVDを活用して、内閣府の「いのち支える（自

殺対策）プロジェクトのキャンペーンソングを視聴す

る 5）。 

＜導入部＞「自分が恵まれない育ちをしてきたからと

自分に自信がもてない人もいるかもしれないこと」、

「生まれてきた環境、育ちの中で大変なこともあった

かもしれないこと」、「しかしながら、赤ちゃんの頃か

らここまで生き抜いてきた皆さん一人ひとりは、それ

ぞれとても大切な存在であること」をまず子どもたち

に伝える。 

＜展開部＞心が苦しかったときの対処方法を伝える。

深呼吸、運動、氷を握りしめるなどの具体的な対処方

法を伝えたあと、「一番のおすすめは、信頼できる大人

に話すこと」であると伝える。信頼できる大人に辿り

着くために、少なくとも3人の大人に話してみること

を提案する。その中で、批判や否定をしないで話を聞

いてくれる大人があなたの信頼できる大人であり、そ

の人に悩みや困っていることをしっかりと聞いてもら

うことを伝える。もし、そのような信頼できる大人が

見つからなかったら、地域の相談窓口に連絡を取って

みるのが良いということを教える。目の前で授業を実

施している地区担当保健師は地域の信頼できる大人の

一人であることを、授業を実施することで児童生徒に

実感してもらうことも授業の重要な主眼である。その

他に、友達がつらそうだったら、いじめを受けていた

ら、あなたがいじめをしたら、といった具体的な対処

方法を伝えて、「世の中には信頼できる大人もいて、苦

しい時、大変な時は助けを求めて良いのだよ。誰にも

相談できない人は、相談機関に電話することも解決方

法のひとつであること、自分では抱えきれない心の痛

みを相談する場所は必ずある。自分を大切に、相手を

大切に、一人ひとりを大切に」と伝えて、身近な相談

機関を紹介する。そして、地域の相談窓口一覧が書か

れたカード等を配布する。 

＜まとめ＞授業の後半では手紙の朗読（「かけっこで

いつもビリの君へ」、「両親の不和に心を痛めている君

へ」など）を行い、最後に J-POPグループワカバの「あ

かり」のDVDを視聴する。このDVD「あかり」は内

閣府の「いのち支える（自殺対策）プロジェクトのキ

ャンペーンソングで、曲と同時にメッセージ性の高い

動画がついている。 

 

 
 
 

図 3-1 足立区小・中学校向け特別授業における学習指導案 
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図 3-2 足立区小・中学校向け特別授業における学習指導案 
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図 3-3 足立区小・中学校向け特別授業における学習指導案 
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図 3-4 足立区小・中学校向け特別授業における学習指導案 
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図 3-5 足立区小・中学校向け特別授業における学習指導案 
 
 

 
（2）社会実装の促進をめざす東京都モデル（1回完結式

ティーム・ティーチングDVD活用型） 

東京都教育委員会では、足立区の先進事例を参考に、

「児童生徒のSOSの出し方に関する教育」を展開でき

るよう、ティーム・ティーチング方式で教師が授業を

実施する「児童生徒のSOSの出し方に関する教育」の

教材作成を行う自殺予防教育推進委員会を立ち上げ、

平成30年2月にDVDを含む教材を作成し、都内公立

学校に配布した 6）。足立区の取組をもとに、1 回完結

式授業を教諭、養護教諭、地区保健師等がチームを組

むティーム・ティーチング方式（保健師の参加を推奨）

で実施することが特徴である。また、DVDの視聴とグ

ループワークを活用した授業が推奨され、小学校、中

学校、高等学校、特別支援学校のすべての児童生徒を

対象とした授業の実施を目標としている。 

指導目的としては3点ある。すなわち、①子どもが

ストレスへの対処方法等について理解できるようにす

るととともに、現在起きている危機的状況または今後

起こり得る危機的状況に対応するために、適切な援助

希求行動（身近にいる信頼できる大人にSOSを出すこ

と）ができるようにすること、②身近にいる大人がそ

れを受け止め、支援ができるようにすること、③周囲

に心の危機に陥っている友人等がいた場合、相手の感

情を受け止め、考えや行動を理解しようとするなど、

傾聴の仕方（SOSの受け止め方）について学ぶことが

できるようにすることである。 

授業の実施方法としては、子どもにとって最も身近

な存在である学級担任が中心となって実施することを

基本だが、同じ学年を担当する他の教員、養護教諭、

スクールカウンセラー等によるティーム・ティーチン

グで指導することが望ましいとされている。また、子

どもに対し、地域には様々な相談相手になり得る人々

がいることを直接伝えるためにも、学校と自治体の福

祉関係部署等が連携し、地域の保健師等の参画を得て

指導を行うことが有効であるとしている。 

「児童生徒のSOSの出し方に関する教育」の授業の

実施と指導にあたっては、東京都教育委員会が平成30

年 2 月に作成した DVD 教材（映像、学習指導案、ワ

ークシート、活用ガイド等）を適切に活用して行うも

のとされている。また、DVD教材は、児童生徒の発達

段階に対応して、初等編、中等編、高等編の3編から

選択して活用できるよう構成されている。授業を通し
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て、改めて子どもに対し、東京都教育相談センターが

実施している「24 時間子供 SOS ダイヤル」や各自治

体の相談窓口の電話番号等を周知することも必要であ

るとされている。 

以下に、中等編の授業展開案を示す。また、図4に、

東京都教育委員会による「SOSの出し方に関する教育

を推進するための指導資料 活用ガイド」の抜粋を示

す。 

【授業内容】 

1．題材 「自分を大切にしよう～ストレスへの対処～」 

2．ねらい 自分がかけがえのない大切な存在であるこ

とに気付くとともに、ストレスへの様々な対処方法

を理解し、現在起きている危機的状況、又は今後起こ

り得る危機的状況に対応するための援助希求行動に

ついて考えることができる。 

＜導入部＞ 

1．題材を知る 

＜展開部＞ 

2．DVD（前半）を視聴する。 

（1）一人一人が大切な存在であることに気付く。 

（2）ストレスの概要について知る。 

3．つらい気持ちになった時に、どのような対処をして

いるかを伝え合う。 

発問 1 自分がつらい気持ちになった時、それを軽く

するために、どのようなことをしていますか。 

発問 2 友達がつらそうにしている時、それを軽くし

てあげるために、どのようなことをしています

か。 

・ ワークシートに書く。 

・ グループの中で、それぞれの対処方法を伝え合う。 

・ 友達の対処方法をワークシートに書き、対処方法

の幅を広げる。 

4．DVD（後半）を視聴する。 

危機的状況（大きなストレス）に対応するための援

助希求行動の在り方を考える。 

＜まとめ＞ 

5．教師やスクールカウンセラー、保健師等の話を聞く。 

6．本時を振り返り、学習の感想をワークシートに書く。 

〔指導上の留意点等〕 

・ 自殺に関する用語は使用しない。 

・ DVD を観ながら自分の過去のつらい出来事など

を思い出す生徒もいるため、授業はティーム・テ

ィーチングで行うことが望ましく、複数の教職員

等で、生徒の様子を観察する。 

・ 自分以外にもつらい気持ちになっている友達がい

ることに気付くことが大切である。学級全体に発

表して、対処方法をまとめるなどの必要はない。 

・ 資料編（CD）に「相談する時、受け止める時等の

言葉例」があるため参考にしてほしい。「頑張れ」

ではなく、「力になりたい」等の話をするとよい。 

・ 相談機関の連絡先がわかる資料を配布する。 

・ 養護教諭やスクールカウンセラー等が相談機関の

活用方法等について話すとよい。 

・ 保健師等が参加する場合は、自らが相談相手にな

り得ることを直接伝えてもらう。 

・ 教師は親身になって生徒の相談に応じるので、苦

しい時は一人で悩まずに話してほしいなどのメッ

セージを伝える。 
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図 4 「SOS の出し方に関する教育を推進するための指導資料 活用ガイド」（東京都教育委員会）より 
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（3）命の教育プロジェクトとして絵本を活用した授業

を行う北海道教育大学モデル（1回完結式教師担当絵

本活用型） 

北海道教育大学教職大学院が中心になって「児童生

徒のSOSの出し方に関する教育」の手法の開発が平成

28年度から行われている 7）。この事業は、厚生労働科

学研究「学際的・国際的アプローチによる自殺総合対

策の新たな政策展開に関する研究」（代表・本橋豊、平

成26～28年度）及び厚生労働科学研究「地域の実情に

応じた自殺対策推進のための包括的支援モデルの構築

と展開方策に関する研究」（代表・本橋豊、平成29年

から）の一環として実施されたもので、「児童生徒の

SOS の出し方に関する教育」の手法の開発とともに、

教職大学院における正規カリキュラムに自殺対策の授

業を組み入れること、及び教員免許状更新講習時に自

殺対策の授業を組み込むことにより、すべての教員が

自殺対策の基本を理解する人材育成システムの構築を

めざすことを目標としている。 

 北海道教育大学教職大学院の実践モデルでは、東京

都足立区の「児童生徒の SOS の出し方に関する教育」

の授業展開などを参考にし、現場の教師のモチベーシ

ョンを保ちつつ教師の関与を考慮した学習指導案と教

育手法を開発することになった。北海道教育大学教職

大学院では、「命の教育プロジェクト」を立ち上げ、命

を守る方法についての学習を6本の柱を立てて総合的

に進めている。このプロジェクトの中で、自殺対策の

喫緊の課題として「児童生徒のSOSの出し方に関する

教育」を位置付けて実践している点が特色である。ま

た、研究実践活動の成果は同大学のホームページで公

開している。さらに、ホームページでは「命の教育

Yes/Noカード学習」サイトを構築し、ネット上で命の

教育や SOS の出し方に関する学習ができるようにな

っている。 

北海道教育大学教職大学院の「命の教育プロジェク

ト」として、命に関する絵本と本棚を整備したことも

あり、「児童生徒の SOS の出し方に関する教育」にお

いても児童生徒の興味を喚起するために、授業の導入

部において命の大切さなどを考えさせる絵本の内容を

紹介し、児童生徒に感想を書かせるという手法を取り

入れている。授業の流れの作成においては、足立区や

東京都の授業展開と同様に、STARS（「自尊感情の涵

養」、「信頼できる大人にSOSを出す」、「地域の相談窓

口に相談する」、「SOSの出し方を身に付ける」）の中核

要素を踏まえた授業展開としている。北海道教育大学

教職大学院における授業指導案を、図5に引用する。 

 

3．様々な困難・ストレスの対処方法を身に付けるため

の教育（SOSの出し方に関する教育）の取組：東京都

教育委員会の指導資料より 

 平成30年2月に公表された東京都教育員会の「SOS

の出し方の出し方に関する教育を推進するための指導

資料（活用ガイド）」には、学習指導要領との関係で「児

童生徒のSOSの出し方に関する教育」のわかりやすい

記述がなされており、今後全国の学校で、実務レベル

で実践していく上で大変参考になる。そのため、以下

に引用し、読者への情報提供を行いたい 6）。 

「SOSの出し方に関する教育の目的は、子供が、現在

起きている危機的状況、又は今後起こり得る危機的状

況に対応するために、適切な援助希求行動（身近にい

る信頼できる大人にSOSを出す）ができるようにする

こと、及び身近にいる大人がそれを受け止め、支援が

できるようにすることです。 

 不安や悩み、ストレスへの対処については、学習指

導要領において、小学校の高学年段階から高等学校段

階に至るまで、体育科及び保健体育科の中で指導すべ

き内容として示されています。 

 各学校では、保健の授業等を通して、子供がストレ

スへの対処方法等について理解できるようにするとと

ともに、子供が当面する諸課題への対応に資する活動

や、生活上の諸問題の解決を図ることを目的とした体

験活動等を通して、援助希求行動を身に付けられるよ

うにする必要があります。 

 また、SOSの出し方に関する教育では、心の危機に

陥った友達への関わり方を学ぶことも重要です。SOS

の出し方のみならず、そうした友達の感情を受け止め

て、考えや行動を理解しようとする姿勢などの傾聴の

仕方（SOS の受け止め方）についても、指導します。 

 心の健康の保持に係る教育については、学習指導要

領において、体育や保健体育及び特別活動の中で、関

連した内容を指導することになっています。」 
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図 5-1 北海道教育大学教職大学院における「児童生徒の SOS の出し方に関する教育」の授業指導案 
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図 5-2 北海道教育大学教職大学院における「児童生徒の SOS の出し方に関する教育」の授業指導案 
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付記 開示すべきCOI状態はない。 
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【資料2】SOSの出し方に関する教育を推進するための指導資料
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1 自殺対策に資する教育の内容

(1)学校が推進すべき教育内容

自殺総合対策 大綱に学校が推進すべき自殺対策に資する教育が3点示されています。

〇 命の大切さを実感できる教育

〇 様々な困難・ストレスヘの対処方法を身に付けるための教育

(sosの出し方に関する教育）

〇 心の健康の保持に係る教育

(2)命の大切さを実感できる教育の取組

小・中学校の学習指導要領には、 特別の教科 道徳（以下 「道徳科」という。）の中で、 小

学校の低学年段階から中学校段階までの全ての段階で指導すべき内容項目として、 「生命の尊さ」

が示されています。

ま た、 高等学校の学習指導要領には、 特別活動のホームル ーム活動の内容の一つに、 「生命

尊軍」等が示されています。

各学校では、 全ての教員が、 生命を尊重する心の育成が 自殺予防につなが ることを十分に理

解し、 学校の教育活動全体を通じて行う道徳教育との関連の中で、 道徳科等の授業等を通して、

子供が命の大切さを実感できるよう、 計画的に指導します。

(3)様々な困難・ストレスの対処方法を身に付けるための教育

(SOSの出し方に関する教育）の取組

SOSの出し方に関する教育の目的は、 子供が、 現在起きている危機的状況、 又は今後起 こり

得る危機的状況に対応するために、 適切な援助希求行動（身近にいる信頼できる大人にSOSを

出す）ができるようにすること、 及び身近にいる大人がそれを受け止め、 支援ができるようにす

ることです。

不安や悩み、 ストレスヘの対処については、 学習指導要領において、 小学校の高学年段階か

ら高等学校段階に至るまで、 体育科及び保健体育科の中で指導すべき内容として示されています。

各学校では、 保健の授業等を通して、 子供がストレスヘの対処方法等について理解できるよう

にするととともに、 子供が当面する諸課題への対応に資する活動や、 生活上の諸問題の解決を図

ることを 目的とした 体験活動等を通して、 援助希求行動を身に付けられるようにする必要があり

ます。

また、SOSの出し方に関する教育では、 心の危機に陥った友達への関わり 方を学ぶことも軍要

です。SOSの出し方のみならず、 そうした友達の感情を受け止めて、 考えや行動を理解しようと

する姿勢などの傾聴の仕方(SOSの受け止め方）についても、 指導します。

(4)心の健康の保持に係る教育の取組

心の健康の保持に係る教育については、 学習指導要領において、 体育や保健体育及び特別活

動の中で、 関連した内容を指導することになっています。

各学校において、 学校保健計画等との関連を図りながら、 心の健康の保持に係る教育を、 計

両的に実施します。
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【資料3】北海道教育大学教職大学院　SOSの出し方を学ぼう
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